
第一回8月22F  

′t子私書箱（仮称）構想の日橿  

′検討の方向性と課題、進め方など  

箕二回11月5日  

′関連する海外事例  
ンユースケース検討WGにおける検討状況  

一情報通知サービスの形態に関する論点整理  

蔑三回12月17日  
ン制度的課檀に関する愉点整理  
′ユースケース検討WG中Ⅶ報告  

集堰順】2月9Ⅰ∃  

′関連する施策紹介  
ン関連する海外事例  

′寺詰責籍（仮称）の導入に伴うコスト削濾  

ン制度的課題  

第五l司 3月18日  

′書詔書莞鼎禦常ける民間事菓  
′報告暮（案）について  

開催の経緯専  

■「重点計画－2007」において「国民視点の社会保障サービスの実   

現に向けての電子私書箱（仮称）の創設」が盛り込まれたことを   

受け、2007年度「電子私書箱（仮称）による社会保障サービス   
等のIT化に関する検討会」を開催、電子私書箱（仮称）のコンセ   
プトをとりまとめた。  

1技術的課題、制度的課題に関する検討を行うため、2008年度   rt子私暮卿   
岨を開催。  

■特に特定健診結果、年金記録をユースケースとして詳細検討を   
行なうため、ユースケース檎肘ワーキンググル ープを設置  

■社会保障や電子行政等において情報を効率的に提供する「信   

頼できる基盤」として、本検討会における報告暮及びt子私暮  

ヰ（仮称）プラットフォーム1太股計が今後関連施策l；反映され   

ることが望まれる。  

「全委員名簿】  
池上芳柵 鍵■保粗食暮合食■事∫  
大山水昭 土豪土暮大事大事職工塵工事研究科織  
♯谷蓼靡 ヤフー株式女社会■サービス事義群書  
小松文子 独立鱒鱒∧．開脚叩贈岬岬  

惰tセキiりティ分析ラボラトリ⊥暮■ 
新保土生 筑波大攣大事鏡『■■惰■メナィア研究科穐繊  
郷鯵  ★震大事大事膿、刑事馳撫 
寺本寧遭 ★京大事大事鴨1法事政治事研究科■捜  

景安田淳  ★粛t■大事業集棚tメディア事科教授  
山本■－ ★京大事大事靡惰t事礪瀧繊  

・ 
－ ▼  



アカウント連携を行うことにより、  

】D甘理のコスト純減でさる。  

利
用
者
の
観
点
 
 

一つのt手札暮ヰl仮称押トゥルにアクセスすれば   

複数の情報保有機開からの情報を取得できる。  
情報毎に■なるサイトにアクセスしなければならないこ  

恰報保有機閏毎に 
プライ′くシー良雄やセキチリ号イの考え方が■なる。  

電子私書箱（仮称）プラットフォームヒ担保された  
プライ′鴇・一條書やセキュリティ■焦が実現できる。  

情報保有機関のシステムが  

それぞれ■別に艶胚手段を提供しなければならない。  

シ
ス
テ
ム
側
の
観
点
 
 

安心できる■人書kモー手札暮鶉（仮称）  

プラットフォームに婁鍾できる。  

情報保有機関のシステムは、直接インターネットには接  
続されず、電子私手箱（仮称）プラットフォームにのみ  
接続するため、セキュリティ対策のコストを腋濃できる。  

情報保有機関のシステムは直接インターネットに  

接続されるため、所要由セキュリティ対策が必璽．  

ラッ フォーム  

ー 情報保有機関の持つ情報を電子私書箱（仮称）ポータルに漉すことで、情報保有機関が情報を本人  
に対して安全に伝達することを可能とする。  

－ アカウント管理、情報の構造化／フォーマット変換、送受信管理、ポリシ管理、アクセスログ管理等の  

機能を持つ。   

子私暮籍（輌  
一 情報保有機関の持つ情報を電子私書箱（仮称）プラットフォーム経由で取得し個人に提供する。  

一 必要に応じ、利用者本人が取得した情報を加エし利活用することを可能とする。  
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（参考）t子私暮箱（仮称）の導入に伴う直接的なコスト削減効果（試井）：年間約4，600億円  

うち社会保枠分野でのコスト削減効果（試算）：年間約 600億円  

■電子私書箱（仮称）の導入により、社会保障分野／公共サービス分野において年¶絢4．帥0仕円のコスト削♯が期待される。  

（社会保障分野においては、年間釣600血円のコスト削濃）  

■民間サービス分野での直接的なコスト削減効果の試算は容易ではないが、社会保障分野／公共サービス分野と同等以上   

の効果が見込まれるのではないか。   

民間サービス分野でも   

同等以上の効果が  

見込まれるのではないか。   

社会保障分野の  

コスト削減効果く試算）  

約600億円／年  
・年金保険 ・障害者自立  
・医療保険 支援法に基づく  
・介護保険 各櫻サービス  
・雇用保険 ・児童福祉関係  
・労災保険 サービス  

公共サービス分野の  

コスト削減効果く試算）  

約4，000億円／年   

・上下水道・公共放送  
・電気  ・電話  

良問サービス分野  

・銀行／証券  

・生命保険／損害保険  
・クレジットカード  
・レンタルビデオ  
・航空会社（マイレージ）  

・ケーブルテレビ  等  
・ガス  

■電子私書箱（仮称）の導入にかかるコストは、初期暮■線量としておおよそ200－400血円糧慮 と予想される。   
・年間の運用にかかる経費は数十億円程度と想定される。  

算出方熟・空彗要望惣菜隻竪望FTそケ一戸手書重宝ヒ7ご崇壬生草渾卑〔．、軍学塑準撃と王子ケ？里た聖繁華l三軍草∩  
・電子私書箱（仮称）プラットフォーム及び電子私書箱（仮称）ポータルの導入コストを対象とし、情報保有機関のシステム  
改修コスト、利用者の端末や認証糠器（ICカード等）、ネットワーク運用の費用などは含まれない。  

参考資料3  

◎住民基本台帳カード（住基カード）は住民基本台帳に基づき各市区町村において交付  

希望者に住民基本台帳  
カード（ICカード）を  ①日常生活での本人確認に使える。  

⇒写真付きのものは、公的な証明書として利用できる。  

（金融機関窓口、携帯電話契約時における本人確認）   

②市町村における本人確認に使える。  
⇒住民票の写しの交付や転入等の際の本人確認。  

全国どこでも住民票の写しが交付できる。  

転入転出手続きで窓口ヘ行くのは転入時1回だけ。   

③インターネットを使った電子申請での本人確認   

に使える。  

⇒電子申請に使われる電子証明書（公的個人認証サー  

ビス）の格納媒体になる。（例）eイaxでの確定申告   

④市町村内でワンカード化。  

⇒証明書等自動交付、印鑑登録証、図書館カード等に  

利用できる。   

（ICチップ部分のイメージ）  

邑8ネット  公的●人き   

■印可  書…K■  独自利用領域  

住  公 的 個  山 明 印  図    そ   基   暮 檻  盲 館   の 他   ネ ツ ト  人  書 登  力   暑曳 自 利    襲  艮11田  柑 ド   A  証 A  付 合  A   用 A   P  P  A P  P   P  



新しい住基 

◎住基カードのICチップに新たに券面事項を記録することとし、その情報を活用することにより、本人確認   
機能が強化される新しい住基カードを平成21年4月20日から全市区町村において順次発行予定。  

◎ 偽造防止措置を施した共通ロゴマークを制定しカードの認知度アップを図る。  

＜主な作業項目＞  ＜主な作業内容＞  

・住民から住民基本台帳カード交付申請  
・本人確隠（運転免許証など写真付きの官公署発行の免許証等で確認。これらがない場合は  
住民基本台帳カードを申請した住民の住所に照会書を送付し、後日、住民がその回答書及び  
本人確認書類（市町村の交付する敬老手帳など。写真なしで可）を持参することにより確認。）  

申請内容のチェック  
ニ重交付に該当しないかのチェック  
中請内容をシステムに登録  

② 申柵内容の♯査  

システムへの登録  

山  

・住民基本台帳カード表面に氏名、有効期限等を印刷。身分証明書とする場合は、更に、住所、  
生年月日、性別、写真を印刷。  
・カードICチップ内に住民票コード、相互認証情報等を記録。  

③カード券面印刷・  

lCチップヘのデータ暮込  

・住民が住民基本台帳カードに暗証番号を設定。  
t暗証番号の設定によりカード利用が可能になる。  

・即日交付でない場合、住民基本台帳力「ドを申請した住民の住所に照会書を送付し、  
窓口で住民の持参した回答書及び本人確認書矧こより本人確認。   

＜凡例＞ ⊂〕住民と栂員が窓口で行う作美  

⊂コ 槻員が行う作業  



住民基本台帳カードの交付状況  

交付義■く年■∫）  （万枚）  鷺什義■柑＝旧  
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2339949  

1．413，770   

914．755  

川■●■ 帽l叫 川丁■■ 川■■■ H柑■■ w■■  
仙川〉  

公的個人認証サービス  

○ オンラインでの行政手続等における本人確認のためのしくみ。  

○ 成りすまし、改ざん、送信否認などを防ぐため、高いセキュリティを確保。  

O t子証明書の発行件数：約113万件（2009年3月）   



公的個人認証サービス  

1．厳格な本人確認  
・本人確認に基本4情報（氏名、住所、性別及び生年月日）を使用。  
・住民基本台帳ネットワークと連動して、毎日、失効情報を更新することにより、厳格な本人性の  

確認を実現。  
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2．電子証明書の用途  
・主な用途は、国税の電子申告・納税システム（eイax）、自動車のワンストップサービス、  

不動産の登記等   
・法律の規定により、電子証明書の有効性を確認できる者（署名検証者）を現在は行政機関等、  

民間認証事業者に限定。  減  
塩鮎鮎挽姐勲適  
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3．サービス利用に必要な費用  

（電子申請を行う住民）   

・電子証明書の発行を申請する際に手数料（500円）を市町村窓口に支払う。   

・自宅のパソコン等で電子申請を行うには、ICカードリーダライタを別途、準備する必要。  

（失効情報の提供を受ける署名検証者）   

・情報提供手数料を指定認証機関に支払う。  

4．電子証明書の格納媒体 ‾r● 喝J Pl」Ⅵ盲l′ノ’lT叩r】杯l′・P †－ 

－ 

・現在使用されている格納媒体は、住民基本台帳カードのみ。  
＝．‖‥て＿．‥＿   

5．二重発行の禁止   
電子証明書の二重発行を禁止している（法第6条）  

脚  

6．電子証明書の発行件数   

平成21年3月末現在で、約113．3万件。  2
 
 

公的個人馳駐を活用するメリット   

個人什報資産を預かるシステムの認証基盤として、公的個人認証には以下のメリットがある。  

◆「成りすまし」の防止により厳格な本人確認が可能  

セキュリティ面  

◆「改ざん」「送信否認」防止による高セキュリティ情報の取扱いに最適  

◆公的主休（地方公共団体が自ら運営）による認旺基盤として5年   

間の安定運用実績   

◆既存の基盤・法制度（公的個人認証法）の利活用による迅速なス   

タート  

運用面  

◆既存設備等（センタ、全国の市区町村窓口）が利用可能  

▼F   



HPKJ（HealthcareP。blicKeyInf，aStr。Ct。，e）とは  参考資料5  

HPKIでターゲットされる畢蒙♯櫓  

・電子証明書のhcRoleに保健医   

療福祉分野の国家資格を格納し   

ている。   

・電子署名を付与することで、個   

人の証明と国家資格保有の証明   

が同時にできる。   

・つまり、保健医療福祉分野にお   

ける資格を証明することが可能   

な公開鍵基盤。  

HPKIの特徴  

電子証明書の中に『保健医療福祉分野の国家資格』と『医療機関等の管理者の資格』の情  

報を格納するように規定  

電子証明書自体に保健医療福祉分野で必要な資格を埋め込み、証明書だけで資格を証明  

【証明書ポリシで定めた電子証明暮】  【通常の電子証明暮】   

2   



HPKIで実現できること  

共通の証明書ポリシに適合した認証局から発行された電子証明書による電子署名で  

あれば、違う認証局から発行された電子証明書による電子署名でも正しいと確認する  

ことが可能に  

電子署名を中心とした病診・診々連携、患者との連携の例  3
 
 

≪これまでの取扱い≫  

紙媒体  

≪これまでの取扱い≫  

紙のみ  

平成18年度に電子媒体やオンラインを追加  

平成23年度からはオンラインのみ  

1．平成18年4月から、これまでの紙又I  に加えて、オンラインによる請求も唇   

2．  

①平成20年4月からは卿   
・病 院 ＝規模、コンピュータの機能・導入状況により、20年度から（400床以上）、  

21年度から（400床未満）等   

・診療所‥コンピュータの導入状況により、22年度から（既に導入している診療所）、  

それ以外は23年度から   

・薬 局：コンピュータの導入状況により、21年度く既に導入している薬局）から、  

それ以外は23年度から  

②平成23年4月からは、原則として全てのレセプトがオンライン化  

－   
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ー・（」 くり「r L♪ ＋H＋H＋りイ十l＋H  

レセプトのオンライン請求における代行請求イメージ  

オンライン隋求毀傷を持たない診療所専が代行臍求機関を通じてオンライン請求を行う場合のイメージ  

①鯵★所専で、レセコン（レセプトを作成するためのコンピュータ）もしくは手暮きにより、従来通りに紙レセプトを作成する。  
（レセプトt暮に対応したレセコンを保有している場合は，紙Iこ印刷せす、FD専の媒体へt子レセプトを作成する。）  
②代行清求機関へ、レセプトく紙もしくは媒体）を送付する。  
③代行鱒求機爛では、紙レセプトのt子化を行う。  
④代行剛求機関から♯数鯵膚所蠣のレセプトデータを響壬支払機関のオンライン臍求システムヘ送信する。  
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現行の年金手帳・被保険者証について 一て′レIJV′TJ仏J■Wl肌lノト堺1∃p▲Ll、ノレ’し  （1／2）  

年金手帳   
健康保険被保険者証  

国民健康保険被保険者証   介護保険被保険者証   雇用保険被保険者証  

健康保候法康行規則第47粂  
国民健康保険法施行規則第6条、菓20条   介護保険法施行規則案26条   雇用保険法施行規則罵10彙  

■被保険者が他の事業所に転勤した場合  
きなどに、社会保険手羽所又は健康保険組合に提出  

●被保険者の氏名及び住所弓削‾変更のあ た  市町村に提出  
ときに社会保険奉拝所等に提出  【国保】   

●被保陽春の氏名及び世蒜主の住所等に変更のあっ  ●披保険者が♯保険者の資格を喪失したときに市町村  ●被保険者となったことの確認の預求をし  
たときなどに、市町村又は国民温床保険組合に提出  に提出  たときに、公共職業安定所に提出  

等   

亨土会保障庁長官   【健保】全回健康保険ぬ会（支部）又は健康保隈細愴  
【国保】市町村又は特別区又は国民健魔保険組合   市町村等   公共職業安定所長  

］〕厚生年金の被保険者   

・第1号被保険者  
【健保】被保険者及び被扶養者  ・第2号機保険者のうちJ〕要介護（支援）乾定を申謁   

茸囲民年金第1号嫉保隠者・策3号嫉保険者  【国保】被保順庵   した者及び②介護保険被保険者証の交付を中吉乱．  被保隠者  
た舌  

資格取得については市 

雑合等に資格取絹届を提出  

（2／2）   

年金手帳   健康保険被保険者証  
国民健康保険被保領考証   介護保険被保険者吉正   雇用保険被保険者書正  

・氏名   ・氏名   
・生年月日   

・氏名  
・生年月日   

・性別  
・生年月日  

・性別  
・住所（健保は被倶隈考証裏面等に自署）  ■任所   ・被保隠者番号  

・変更後の氏名（変更日）   

あリ   あり   
（資格真失時及び更新時）   〈資格喪失晴）  

なし  

あリ  
（保険者により異なる）   

なし   なし  

なし   なし  

〔妄呈i諾荒慧に震動が生じたときは 〕  なし  

・券面には、氏名・性別・生年月日・住所・資格取得  
年月日・先行機関の所在地・保険者番号名称及び  
印十交付年月日・有効期個のほか、被扶暮春の氏  
名・性別・生年月日、組合員及び被扶蓋者療養欄  
付記悍を記載  
・媒体は雄  
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ている年金制度の別等を入   

で管理している住所に年金見  
込感三式算の結果を郵送   

方・‥加入実根に応じた年金  

また、⑥、亀川こついて直近1年分を通知  

（注2）年金個人情報提供サービスについては、平成21年3月16日から老齢年金受給者（昭和61年4月以降に受給権が発生した者）に拡大。  

現行の医療費通知等について  

医療費通知   レセプト（診療報酬明細書等）開示  特定健診等の結果に関する情報   介護給付費通知  

医療保険者   医療保険者   医療保険者   介護保険者   

個人情報の保護に卵する法律第25条  
行政機関の保有する個人情報の保雄に関する法坤第14魚  

厚生労働省通知 等    独立行政法人等の保有する個人¶報の保捜に祝する浅蜂第1ヰ集  
地方公共団体の8人情報保護条例  
等   

（か医療保険加入者  

医療保険加入者のうち   ②①が未成年又は成年被後見人の場合にお け  
る法定代理人  40歳以上74歳以下の   介護保険被保険者のうち  

③被保険者が死亡している場合は、その遺族  医療保険加入者   サービスを受給している者  

等  

保険者から通知  
ニ  

，＋二ニi二二÷  
・診療報酬明細書等開示請求書  

駈辞無芸語 
保険者又は実施機関からの通知等  

＝  

〕  

介護給付費通知を実施している市町村  
与7■チ 

？丁′ 
・開示請求をされる方の本人確認ができる書類  の数は、全体の約50％（平成18年度）。  

平成22年虎夫までに実施率を100％  
とすることを目標。  

セキ  特定健診等の内容   内容は保険者ごとに異なる  

＋十＋  なお 一般的な舌己載内容は以下のとおり  

1声鉾誉㍉ ィ；㌻チセご ）ム∴∵＝、i  ・自覚症状及び他覚症状の有無の検査結黒  ・サービス利用月  

・既往歴の調査結果  ・受診した医療機関名称  ・血液検査結果（肝機能・脂質・血糖）   
・区分（入院又は通院日数）  

・サービスの種類  
・尿検査編欒  ・サービス利用日致（回数）  
・特定保健指導に関する記録等  ・サービス費用総額  

・利用者負担額等  

2．811万件  6．172件  
（取替健保）  （取替健保〕  

保険者数817   

（注）表中「放嘗Ⅶ保」は平成20年10月からrt㍍余けんぼ」く全国健康保険協会が運営）に移行 




